
様式１

採択年度 整理番号

２ 全体責任者
（学長）

※ 共同実施のプログラムの場合は、全ての構成大学の学長について記入し、申請を取りまとめる大学（連合大学院に
よるものの場合は基幹大学）の学長名に下線を引いてください。

 　  ふりがな みなと　ながひろ

氏名（職名） 湊　長博　    （京都大学総長）

卓越大学院プログラム 事後評価調書　プログラムの基本情報 [公表。ただし、項目12、13については非公表]

機関名 京都大学 平成30年度

１

プログラム名称 先端光・電子デバイス創成学

英語名称

ホームペー
ジ（URL）

http://www.e-takuetsu.ceppings.kyoto-u.ac.jp/

1811

５ 設定する領域

最も重視する領域
【必須】

①我が国が国際的な優位性と卓越性を示している研究分野

関連する領域（１）
【任意】

③将来の産業構造の中核となり、経済発展に寄与するような新産業の創出に資する領域

関連する領域（２）
【任意】

なし

関連する領域（３）
【任意】

なし

４
プログラム

コーディネーター

  　　ふりがな きもと　つねのぶ

氏名（職名） 木本　恒暢　  （京都大学大学院工学研究科電子工学専攻・教授）

３ プログラム責任者
      ふりがな すぎのめ　みちのり

氏名（職名） 杉野目　道紀　（京都大学副学長）

電気電子材料工学関連

次に関連の深い区分
（大区分）【任意】

D

次に関連の深い区分
（中区分）【任意】

30 応用物理工学およびその関連分野

６ 主要区分

最も関連の深い区分
（大区分）

C

最も関連の深い区分
（中区分）

21 電気電子工学およびその関連分野

最も関連の深い区分
（小区分）

21050

連合大学院 共同教育課程 令和3年度4名、令和4年度4名、令和5年度以降16名(年当たり)

11 連携先機関名（他の大学、民間企業等と連携した取組の場合の機関名）

８
学生の所属する
専攻等名

京都大学大学院工学研究科電子工学専攻
京都大学大学院工学研究科電気工学専攻
京都大学大学院理学研究科物理学・宇宙物理学専攻
京都大学大学院情報学研究科情報学専攻

（主たる専攻等がある場
合は下線を引いてくださ
い。）

9 連合大学院又は共同教育課程による実施の場合、その別
※ 該当する場合には○を記入

10 本プログラムによる学位授与数（年度当たり）の目標
※補助期間最終年度の数字を記入してください。

次に関連の深い区分
（小区分）【任意】

30020 光工学および光量子科学関連

７
授与する博士学
位分野・名称

　博士（工学）または　博士（理学）　または　博士（情報学）
　付記する名称：先端光・電子デバイス創成学

ケンブリッジ大学、スイス連邦工科大学チューリッヒ、フンボルト大学ベルリン、ドレスデン工科大学、成均館
大学、南京大学、量子科学技術研究開発機構、物質・材料研究機構、産業技術総合研究所、電力中央研究所、島
津製作所、ニデック、三菱電機、住友電気工業

Innovation of Advanced Photonic and Electronic Devices

(【1811】機関名：京都大学　プログラム名称：先端光・電子デバイス創成学 )
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[公表]

プログラム担当者一覧             
※「年齢」は公表しません。

（プログラム責任者）

14

番号 氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 年齢層 機関名・所属(研究科・専攻等)・職名 学位

有機化学 事業統括者 1

現在の専門 役割分担
ｴﾌｫｰﾄ
(割合)

（プログラムコーディネーター）

半導体工学
各教育プロジェクトの統
括、運営企画委員長

2

1 杉野目　道紀 ｽｷﾞﾉﾒ ﾐﾁﾉﾘ 京都大学副学長 博士(工学)

量子光学・量
子情報

教育研究推進部門長、運
営企画委員

1

4 野田　進 ﾉﾀﾞ ｽｽﾑ
京都大学大学院工学研究科電
子工学専攻・教授

博士(工学)
光量子電子工
学

3 竹内　繁樹 ﾀｹｳ ﾁｼｹﾞｷ
京都大学大学院工学研究科電
子工学専攻・教授

博士(理学)

2 木本　恒暢 ｷﾓﾄ ﾂﾈﾉﾌﾞ
京都大学大学院工学研究科電
子工学専攻・教授

博士(工学)

1

6 白石　誠司 ｼﾗｲｼ ﾏｻｼ
京都大学大学院工学研究科電
子工学専攻・教授

博士(工学)
固体物理・ｽ
ﾋﾟﾝﾄﾛﾆｸｽ

人材育成推進部門長、運
営企画委員

1

国際連携推進部門長、運
営企画委員

0.5
～１

5 川上　養一 ｶﾜｶﾐ ﾖｳｲﾁ
京都大学大学院工学研究科電
子工学専攻・教授

博士(工学) 光材料物性
産官学連携推進部門長、
運営企画委員

教育研究推進、運営企画
委員

1

9 田中　耕一郎 ﾀﾅｶ ｺｳｲﾁﾛｳ
京都大学大学院理学研究科物
理学・宇宙物理学専攻・教授

博士(理学)
光物性物理
学・ﾃﾗﾍﾙﾂ光
科学

教育研究推進、運営企画
委員

超伝導工学
国際連携推進、運営企画
委員

1

8 大木　英司 ｵｵｷ ｴｲｼﾞ
京都大学大学院情報学研究科
情報学専攻・教授

博士(工学)
通信・情報ﾈｯ
ﾄﾜｰｸ

7 雨宮　尚之 ｱﾒﾐﾔ ﾅｵﾕｷ
京都大学大学院工学研究科電
気工学専攻・教授

博士(工学)

光材料物性工
学

産官学連携推進 2

12 岡本　亮 ｵｶﾓﾄ ﾘｮｳ
京都大学大学院工学研究科電
子工学専攻・准教授

博士(工学)
量子光学・量
子情報科学

11 船戸　充 ﾌﾅﾄ ﾐﾂﾙ
京都大学大学院工学研究科電
子工学専攻・准教授

博士(工学)

1

10 浅野　卓 ｱｻﾉ ﾀｶｼ
京都大学大学院工学研究科電
子工学専攻・准教授

博士(工学)
光量子・電子
工学

教育研究推進 2.5

3

14 井上　卓也 ｲﾉｳｴ ﾀｸﾔ
京都大学大学院工学研究科附
属光・電子理工学教育研究セ
ンター・助教

博士(工学) 光電子工学 人材育成推進 1

教育研究推進 1

13 Menaka De Zoysa ﾒｰﾅｶ ﾃﾞ ｿﾞｲｻ
京都大学大学院工学研究科附
属光・電子理工学教育研究セ
ンター・講師

博士(工学) ﾅﾉﾌﾟﾛｾｽ工学 国際連携推進

教育研究推進 1

17 山本　潤 ﾔﾏﾓﾄ ｼﾞｭﾝ
京都大学大学院理学研究科物
理学・宇宙物理学専攻・教授

博士(工学) ｿﾌﾄﾏﾀｰ物理学 人材育成推進

電気機器工
学・超伝導工
学

産官学連携推進 1

16 高橋　義朗 ﾀｶﾊｼ ﾖｼﾛｳ
京都大学大学院理学研究科物
理学・宇宙物理学専攻・教授

博士(理学) 量子ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

15 中村　武恒 ﾅｶﾑﾗ ﾀｹﾂﾈ
京都大学大学院工学研究科電
気工学専攻・特定教授

博士(工学)

宇宙物理実験 人材育成推進 1

20 中　暢子 ﾅｶ ﾉﾌﾞｺ
京都大学大学院理学研究科物
理学・宇宙物理学専攻・教授

博士(理学)
光物性・半導
体

19 鶴　剛 ﾂﾙ ﾀｹｼ
京都大学大学院理学研究科物
理学・宇宙物理学専攻・教授

博士(理学)

1

18 栁瀬　陽一 ﾔﾅｾ ﾖｳｲﾁ
京都大学大学院理学研究科物
理学・宇宙物理学専攻・教授

博士(理学) 物性理論
産官学連携推進、運営企
画委員

1

1

22 荒川　泰彦 ｱﾗｶﾜ ﾔｽﾋｺ
京都大学大学院教育支援機構
先端光・電子デバイス創成学
卓越大学院・特任教授

博士(工学)
量子ﾅﾉ構造・
ﾃﾞﾊﾞｲｽ工学

教育研究推進 1

人材育成推進 1

21 佐藤　丈博 ｻﾄｳ ﾀｹﾋﾛ
京都大学大学院情報学研究科
情報学専攻・准教授

博士(工学)
光通信ﾈｯﾄﾜｰｸ
の設計・制御
技術

教育研究推進

1

25 Oliver Benson
ｵﾘﾊﾞｰ ﾍﾞﾝ
ｿﾝ

Humboldt University
Berlin・Professor

博士(工学) 光量子工学

超伝導工学 国際連携推進 0.75

24 Ulrike Grossner
ｳﾙﾘｹ ｸﾞﾛｽ
ﾅｰ

Eidgenössische Technische
Hochschule Zürich・
Professor

博士(工学)
ﾊﾟﾜｰﾃﾞﾊﾞｲｽ・
ﾓｼﾞｭｰﾙ

23
Timothy Arthur
Coombs

ﾃｨﾓｼｰ ｱｰ
ｻｰ ｸｰﾝｽﾞ

Cambridge University・
Senior Lecturer

博士(工学)

国際連携推進

国際連携推進 1

(【1811】機関名：京都大学　プログラム名称：先端光・電子デバイス創成学 )
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[公表]

役割分担
ｴﾌｫｰﾄ
(割合)

26
Gianaurelio
Cuniberti

ｼﾞｱﾅｳﾚﾘｵ
ｸﾆﾍﾞﾙﾃｨ

Technische Universität
Dresden・Professor

博士(工学)
材料科学・ﾅﾉ
ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 年齢層 機関名・所属(研究科・専攻等)・職名 学位 現在の専門

14 プログラム担当者一覧（続き）

国際連携推進

超伝導工学 1

29 大島　武 ｵｵｼﾏ ﾀｹｼ

国立研究開発法人 量子科学
技術研究開発機構・高崎量子
応用研究所・量子機能創製研
究センター・センター長

博士(工学) 半導体工学

28 陳　健 ﾁﾝ ｹﾝ
南京大学電子科学工程学院・
教授

博士(工学)

1

27 Song Bongshik ｿﾝ ﾎﾞﾝｼｸ

Sungkyunkwan University・
School of Electric and
Electrical Engnieering・
Professor

博士(工学) ﾅﾉﾌｫﾄﾆｸｽ 1国際連携推進

国際連携推進

産官学連携推進

0.2

31 吉田　郵司 ﾖｼﾀﾞ ﾕｳｼﾞ

国立研究開発法人　産業技術
総合研究所・再生可能エネル
ギー研究センター・研究セン
ター長

博士(工学)
有機ｴﾚｸﾄﾛﾆｸ
ｽ・太陽光発
電

1

1

30 小出　康夫 ｺｲﾃﾞ ﾔｽｵ
国立研究開発法人 物質・材
料研究機構・特命研究員・運
営機構長

博士(工学)
ﾜｲﾄﾞｷﾞｬｯﾌﾟ半
導体ﾃﾞﾊﾞｲｽ

産官学連携推進

産官学連携推進

1

35 産官学連携推進

1

34 岸本　真 ｷｼﾓﾄ ｼﾝ
ニデック株式会社　執行役員
製品技術研究所長

学士（制御
工学）

制御工学

ﾊﾟﾜｰ半導体 1

33 東條　公資
ﾄｳｼﾞｮｳｺｳ
ｼﾞ

株式会社島津製作所・基盤技
術研究所・先端分析ユニッ
ト・副ユニット長

修士（機械
工学）

光エレクトロ
ニクス

32 土田　秀一
ﾂﾁﾀﾞ ﾋﾃﾞｶ
ｽﾞ

一般財団法人　電力中央研究
所・エネルギートランス
フォーメーション研究本部・
材料科学研究部門・研究推進
マネージャー・研究参事

博士(工学) 産官学連携推進

産官学連携推進

産官学連携推進

産官学連携推進

0.5

0.5

38

中川　雅之
ﾅｶｶﾞﾜ ﾏｻﾕ
ｷ

京都大学産官学連携本部・知
的財産部門・部門長代理

学士(経済
学)

知的財産法 産官学連携推進

電波望遠鏡、
マイクロ波ア
ンテナ

1

37

木山 貴雄 ｷﾔﾏ ﾀｶｵ
住友電気工業株式会社・パ
ワーデバイス開発部長

学士 材料科学36

高林　幹夫
ﾀｶﾊﾞﾔｼ ﾐｷ
ｵ

三菱電機株式会社・先端技術
総合研究所・所長

修士(理学)

システム創成
論 1阪本　卓也 ｻｶﾓﾄ ﾀｸﾔ

京都大学大学院工学研究科電
気工学専攻・教授

博士（情報
学）

産官学連携推進、運営
企画委員

(【1811】機関名：京都大学　プログラム名称：先端光・電子デバイス創成学 )



様式２ 

（【1811】 機関名：京都大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：先端光・電子デバイス創成学） 

【公表】 

成果の概要【２ページ以内】 

成果の概要として、①特筆すべき成果のあった事項、②計画通り進んでいる事項、③改善が必要な事

項、④プログラムとしての今後の見通しを簡潔に記載してください。 

① 特筆すべき成果のあった事項 
採択時の計画調書に記載した内容から大きく進展した事項、および計画調書に記載していなかった

特筆すべき取組みや成果は以下の通りである。 
(1) 総長を中心とした体制の下、本学では初めて全学的に大学院教育改革を推進する「大学院教育支

援機構」を令和３年度に設置し、本学で採択されている卓越大学院プログラム（３件）や博士課
程リーディング大学院プログラムを統括しながら、これらを全学に展開する教育改革を推進して
いる。 

(2) 基礎物理から情報通信・エネルギーシステムを俯瞰する「分野横断型の産官学連携講義」を開講
し、これを理学、工学、情報学研究科の共通科目として開放した。この結果、毎年、本プログラ
ム履修生の約 4 倍の人数の一般大学院生（複数の研究科）が受講し、これらの受講生から高い評
価を得ている。本プログラムを通じて、研究科の壁を越える共通科目を確立、提供した。 

(3) 「研究科の壁を超える研究室ローテーション」として、異なる専攻だけでなく異なる研究科の異
分野の研究室で、短期研究を実施できるよう規程を改定して実施した。例えば理学研究科所属の
履修生が工学研究科で研究室ローテーションを実施するなど、従来には見られない、研究科の壁
を越える教育を推進し、かつこれを契機として新しい異分野融合の共同研究が発展している。 

(4) 大学院教育の改革だけでなく、学際的融合分野を開拓する機会と捉え、大学本部に「先端光・電
子デバイス創成学分野」（新設）の教員ポスト（准教授 1名、時限なし）を要望し、採択された。
この結果、本プログラムを契機として工学研究科に新たな分野が設置され、若手教員が着任して
融合分野の開拓を進める研究に取り組んでいる。これは本プログラムが大学院教育だけではなく
組織改革にも繋がった例と言える。 

(5) 中間評価の際にいただいたご助言に従い、広い視野で社会課題の理解と解決に関する教育とし
て、e-卓越「社会システムセミナー」を新たに開講した。例えば、本学経済学研究科特任教授に
よる「再生可能エネルギー」、ミライズテクノロジーズ社室長による「車載エレクトロニクスに
おける技術革新(CASE)」に関するセミナーを定期的に実施して、社会的な課題の把握、社会の
将来像を概観できる基礎物理からシステムまでの垂直統合教育を推進している。 

(6) 卓越大学院プログラム委員による現地視察の際にいただいたご助言を元に、履修生が主体的に運
営し、互いの研究内容や学外活動、将来のキャリアパスについて率直な意見交換を行う「e-卓越
カフェ」を開催し、異分野の履修生間の交流を促進している。 

(7) 本学で別途採択されたフェローシップ創設事業（量子分野）およびその後継として採択された大
学院教育支援機構の SPRING プログラムとの連携を進め、多くの行事を共催とした。この結果、
当初の電気電子工学・物性物理学・情報通信工学に加え、数学、素粒子・宇宙論、原子核工学な
ど大幅に拡大した分野の学生や教員とも頻繁に交流する機会となり、お互いのプログラムにとっ
て相乗効果が現れた。 

(8) 専門分野が近い名古屋大学の卓越大学院プログラム「未来エレクトロニクス創成加速 DII 協働大
学院プログラム」との連携を令和元年度から開始し、互いにセミナーの提供や履修生の派遣、受
入れを行っている。本プログラムの複数の履修生が、名古屋大学の DII 卓越大学院プログラムで
フィールド・プラクティス（滞在研究）を行うなど、大学をまたぐ人材育成を推進している。 

(9) 本学の産官学連携本部を中心に推進している産学連携研究プロジェクト(JST OPERA プログラム)
との連携を進め、知財担当弁理士を新たにプログラム担当者とし、本プログラム履修生向けに「知
財基礎と知財戦略」という題目のチュートリアルセミナーを実施した。また、履修生が OPERA プ
ログラム参画企業でフィールド・プラクティスを行うなど、産官学連携本部を介した人材育成が
大きく進展した。これは研究科だけでなく組織の壁を越えた教育に発展したと言える。 

(10) 厳正な選抜を経て独自の人材育成プログラムを進めた結果、極めて優秀な履修生が集まり、修了
生が社会で活躍を始めている。その客観的な指標として、博士後期課程学生の日本学術振興会特
別研究員採択率が常に 45～65%（全国平均の約 2 倍）、65 件におよぶ履修生の受賞、修了生によ
る国際会議の招待講演、受賞などが挙げられる。 

(11) 当初予定していなかったアイントホーフェン大学(オランダ)と本卓越大学院の間で、光・電子デ
バイス分野における組織的な連携を開始することを決定し、令和 5 年度に互いの活動を紹介する
ワークショップを開催した。今年度は本格的な学生交流を開始するべく準備を行っている。 

② 計画通り進んでいる事項 
本プログラムの運営体制の確立、履修生の選抜、様々な人材育成プログラムの推進と修了審査制度

の確立、さらにはこれを通じた大学院教育の改革など、概ね当初の計画通りに進んでいる。 
(1) 入進学審査委員会、学位審査委員会等の実務を担当する委員会や、本プログラムの推進を支援す

る卓越大学院事務室が予定通り機能し、本プログラムを円滑に運営した。修了審査についても、
異分野の複数教員による審査と当該履修生の専門分野における海外著名研究者による評価書を
総合して学位審査を実施する体制を確立し、既に 34 名の修了生（期間短縮を含む）を輩出した。
修了生の進路は約 50%が民間企業（含 ベンチャー）、約 40%が大学、残りが国公立研究所である。 



様式２ 

（【1811】 機関名：京都大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：先端光・電子デバイス創成学） 

(2) 出願者の選抜、在学中の研究指導、QE や修了審査などの規定および実施要領を定め、さらにはデ
ィプロマ、カリキュラム、アドミッションの 3 ポリシーも定めて公開した。ホームページ（和・
英）の管理と更新、パンフレット（和・英）の作成と配布、学部生や高校生への説明会の実施等
を通して本プログラムの広報活動を定常的に行っている。 

(3) 履修生が学修研究に専念できるように、全学年の履修生に対して RA 雇用などにより経済的支援
を実施している。支援額は、修士課程学生が 30 万円／年、博士後期課程学生（学振特別研究員
等を除く）が 120 万円／年である。なお、学振特別研究員に惜しくも採用されなかった博士後期
課程学生については、特別研究員の申請書とその後の研究進捗に関する説明書を元に審査を行
い、最も優秀な学生 1名には年間 240 万円の RA 雇用を行ってインセンティブを与えている。 

(4) 本プログラム履修生は、入学直後から、所属する研究室の主指導教員に加えて、異分野（異なる
専攻や研究科を推奨）の研究室に所属する 2 名以上の副指導教員をアサインして定期的に（年に
数回以上）副指導教員から指導を受ける「複数教員指導制」を確立し、推進している。この副指
導は、異なる研究科間の共同研究に発展した例もあり、異分野をまたぐ人材育成だけでなく学際
的融合分野の開拓にも寄与している。また副指導教員はメンターの役割も担っている。 

(5) 上記（①）の「分野横断型の産官学連携講義」、「研究科の壁を越える研究室ローテーション」に
加えて、全履修生が連携機関の若手や海外研究者と共に合宿形式で、新たな研究課題の創出など
に取り組む「国際セミナー道場」、履修生の独自の発想に基づく研究提案を審査して研究費を支
援する「研究グラント」、他機関に滞在して研究武者修行を行う「フィールド・プラクティス」、
最先端の海外研究者や連携機関の研究者に対して英語で研究発表を行う「国際シンポジウム」な
ど、独自のカリキュラムを整備した上で、多様な人材育成プログラムを推進している。新型コロ
ナ禍も一定の落ち着きを示し、令和 5 年度からはほぼ全ての行事を対面で実施している。 

(6) プログラムコーディネーターによる本プログラム説明会や履修生ガイダンスにおいて、博士後期
課程修了者の多様なキャリアパスを履修生に伝えている。さらに、様々な人材育成プログラムに
参加する連携機関（民間企業、研究機関）の若手によるキャリアパスの提示も継続的に行い、履
修生の就職に関する不安を払拭する努力を行っている。 

(7) 連携機関のトップによる顧問委員会、産官学の分野で我が国を代表する有識者による自主的な外
部評価委員会を開催し、本プログラムの内容や運営方法に関する助言や意見をもらって軌道修正
を行っている。また、履修生アンケートおよび修了生アンケートを毎年実施して、履修生の率直
な意見や要望を汲み取って常に本プログラムの改善を行っている。 

(8) 当初に設定した数値目標(KPI)の全ての項目について、毎年目標をほぼ達成している。 

③ 改善が必要な事項 
プログラムは当初計画以上に進展しており、中間評価の時点で最大の懸念であった新型コロナ禍の

影響もほぼ最小限となった。ただし、志願者の数および履修生の定員充足率の向上についてはさらな
る改善が必要である。プログラム担当者は担当授業や教室行事の機会を利用して、学部生に本卓越大
学院プログラムの魅力、履修生のメリットやキャリアパスについてアピールすると共に、履修生は学
部生向けの技術コンペ「エレクトロニクスサマーキャンプ」等で TA を務めて学部生に本プログラム
の内容や博士後期課程進学の意義を伝える等の努力を継続的に行っている。また、意欲ある学部生を
本プログラムの行事（国際セミナー道場など）に招待して動機付けを行ったり、日本学生支援機構奨
学金の優先貸与や優先的な返還免除策を導入する等の制度上の工夫も行っている。もちろん、引き続
き本プログラムの魅力を学部生に強くアピールして志願者を増やすことが大変重要であるが、独自に
設置している顧問委員会からは、「定員充足率 100%よりも、真に優秀な学生を社会に輩出することの
方が重要」との意見もいただいているところである。しかしながら、上記の取り組みを継続し、志願
者増に取り組む所存である。 

④ プログラムとしての今後の見通し 
 上記の通り、当初に計画していたプログラム運営体制を整え、優秀な履修生の選抜、教育、修了の
制度を確立して様々な人材育成プログラムを推進している。修了生アンケートによれば本プログラム
の満足度は予想以上に高く（9 割以上がポジティブな評価）、当然、補助金終了後もさらなる教育の質
の向上を目指して継続する。ただし、同水準の教育を推進するためには、学内外の資源を最大限に活
用する必要がある。具体的には、履修生の RA 雇用経費については、日本学術振興会特別研究員の採
用率向上を図りながら、大学院教育支援機構の SPRING プログラムとの連携、研究科の RF 委嘱制度の
活用、学外財団の大型奨学金の獲得、さらにはプログラム担当者の外部資金（間接経費）により賄う
予定である（幸い、プログラム担当者は多くの大型研究プロジェクトに採択されており、豊富な間接
経費を有している）。主な行事（国際セミナー道場、国際シンポなど）の開催費用については、専攻の
共通経費（間接経費）、さらには大学からの支援の割合を適切に定めて実施する。事務経費を含むそ
の他の経費についても専攻の共通経費や大学からの支援を考えている。安定な財務基盤を構築するた
めに、「先端光・電子デバイス創成学卓越大学院基金」を設けて寄附を受け付けると共に（実績あり）、
本プログラムの主な行事に企業展示を併設することにより、本プログラムに興味を持つ民間企業から
の出資（スポンサー制を含む）も募る予定である。 
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